






































　　　第 1款　 1930 年法以前の保険契約者の相続人と保険金受取人の利害
調整
































































































































第三版、1998 年）329 頁、石田満『商法Ⅳ（保険法）』（青林書院、改訂版、1997 年）





















































険論集 181 号 25-50  頁（2012 年）参照。
⑻　なお、この点につき、生命保険金請求権に質権設定をする場合において、保険契約
者と保険金受取人のいずれにその権限があるかということが問題になる（拙稿「保険




















命保険〔第 5版〕』（東京大学出版会、1977 年）56 頁以下、庭野範秋『生命保険論』（有




藤田・後掲注（23）法学協会雑誌 109 巻 5 号 722-729 頁【論文①】を参考にした。
⑽　マクリーン＝小林・前掲注（9）12 頁、國崎・前掲注（9）60 頁、山下友信＝竹濵修















































































































裁判法大系 11 遺産分割』（新日本法規、1998 年）141-142 頁、中川善之助＝泉久雄『相
続法〔第 4版〕』（有斐閣、2002 年）、伊藤昌司『相続法』（有斐閣、2002 年）、有地亨『家
族法概論〔補訂版〕』（法律文化社、2005 年）。
 ③保険金受取人の権利取得の固有権性との関係についての論文等
 野津務「判批」民商 4巻 5 号 139 頁以下（1936 年）、大森忠夫「判批」大森忠夫＝三
宅一夫『生命保険契約法の諸問題』（有斐閣、1958 年）223 頁以下（＝初出、法学論
叢 35 巻 4 号（1936 年））、大森忠夫「保険金受取人の法的地位」大森忠夫＝三宅一夫『生
命保険契約法の諸問題』（有斐閣、1958 年）1頁以下（＝初出、法学論叢 46 巻 3 号～
5 号（1942 年）、青谷和夫「生命保険金債権の相続性と非相続性」保険学雑誌 383 号
72 頁（1953 年）、中村敏夫「第三者のためにする生命保険契約における保険契約者と
保険金受取人との関係」『生命保険契約法の理論と実務』（保険毎日新聞社、1997 年）
63 頁（＝初出、保険学雑誌 403 号（1958 年））、星野英一「判批」法協 82 巻 5 号 110-
111 頁（1966 年）、岡垣学「生命保険金請求権と相続の関係」法学新報 75 巻 10 ＝ 11
号 133 頁（1967 年）、山下友信「生命保険金請求権取得の固有権性」『現代の生命・傷
害保険法』（弘文堂、1999 年）51-52 頁、竹濵修「相続と保険金受取人―学説史素描」『昭
和商法学史』（日本評論社、1996 年）459 頁以下、藤田友敬「保険金受取人の法的地
位（1）～（7）」法学協会雑誌 109 巻 5 号 719 頁以下、109 巻 6 号 1042 頁以下、109
巻 7 号 1184 頁以下、109 巻 11 号 1735 頁以下、110 巻 7 号 991 頁以下、110 巻 8 号
1173 頁以下（1992 ～ 1993 年）＜以下「藤田論文①～⑨」として引用＞、高木多喜男「相
続の平等と持戻制度」星野英一＝森島昭夫編『現代社会と民法学の動向（下）（加藤
一郎先生古稀記念）』（有斐閣、1992 年）435 頁以下、千藤洋三「生命保険金請求権の


























109 巻 4 ＝ 5 号 869 頁（1994 年）＜以下「千藤論文②」として引用＞、同「生命保険
































































32　大判昭和 6・2・20 新聞 3244 号 10 頁参照。

















































































































































すべきことが主張されるようになる。たとえば、星野英一「判批」法協 82 巻 5 号


































51　藤田・前掲注（23）法学協会雑誌 109 巻 5 号 798-799 頁【論文①】、109 巻 6 号 1063-



































54　高木・前掲注（23）437 頁以下、448 頁参照。なお、千藤・前掲注（23）論文① 321























































48 年 6 月 29 日判決60は、限定承認がなされた事案について、「保険金受取
58　大判昭和 11・5・13 民集 15 巻 882 頁。同判決の評釈・解説として、浜田一男「判解」
『保険判例百選』別冊ジュリ 11 号 130 頁、 戸田修三「判解」『生命保険判例百選』別
冊ジュリ 67 号 34 頁（1980 年）、戸田修三「判解」『生命保険判例百選〔増補版〕』別







の整理の中で明らかにしたように（第 3節 1 款～第 6款を参照）、後の有力説と同様
の見解が示されており、興味深い。
60　前掲注（4）最判昭和 48・6・29。同判決の評釈・解説として、江頭憲治郎「判批」
法学協会雑誌 92 巻 6 号 744 頁（1975 年）、田尾桃二「判批」法曹時報 25 巻 12 号 164-
170 頁（1976 年）、金澤理「判批」判タ 306 号 74 頁（1974 年）、青谷和夫「判批」民
商法雑誌 70 巻 2 号 150 頁（1974 年）、山下丈「判批」政経論叢 26 巻 4 号 85 頁（1976





















年）、中西正明「判批」『家族法判例百選〔第 6版〕』別冊ジュリスト 162 号 130 頁（2002
年）、山下丈「判批」『商法（保険・海商）判例百選』別冊ジュリ 55 号 116 頁（1977 年）、
中西正明「判批」『損害保険判例百選』別冊ジュリ 70 号 198 頁（1980 年）、中西正明「判
批」ジュリ 99 号 168 頁（1980 年）、田尾桃二「判解」『最高裁判所判例解説民事篇昭





























63　東京地判昭和 60・10・25 判時 1181 号 155 頁。本判決の評釈として、酒巻宏明「判批」
判タ 662 号 49 頁以下（1988 年）、甘利公人「判批」熊本法学 55 号 125-129 頁（1988 年）
がある。
64　名古屋地判平成 4・8・17 判タ 807 号 237 頁。同判決の評釈として、山野嘉朗「判批」



















































67　最判平成 14・11・5 民集 56 巻 8 号 2069 頁参照。同判決の評釈・解説として、潮見
佳男・法学教室 282 号別冊附録（判例セレクト 2003）24 頁、中村也寸志「判解」法
曹時報 56 巻 4 号 230 頁（2004 年）、中村也寸志・ジュリスト増刊（最高裁時の判例 2
私法編）297 頁（2003 年）、千藤洋三「判解」『平成 14 年度重要判例解説』ジュリ
1246 号 81 頁（2003 年）、中村也寸志「判解」『最高裁判所判例解説民事篇平成 14 年
度下巻』933 頁（2005 年）、浅井弘章「判批」銀行法務 21 増刊 630 号 52 頁（2004 年）、
田邊光政「判解」私法判例リマークス 28 号 78 頁（2004 年）、島田充子「判批」判タ













この点につき、最高裁平成 16 年 10 月 29 日決定73は、生命保険契約にお





71　福岡家審昭和 41・9・29 家月 19 巻 4 号 107 頁、広島高岡山支決昭和 48・10・3 家裁
月報 26 巻 3 号 48 頁、東京家審昭和 55・2・12 家月 32 巻 5 号 46 頁、東京高決昭和
55・9・10 判タ 427 号 159 頁。
72　大阪家審昭和 51・11・25 家裁月報 29 巻 6 号 27 頁、大阪家審昭和 53・9・26 家裁月
報 31 巻 6 号 33 頁、福島家審昭和 55・9・16 家裁月報 33 巻 1 号 78 頁、長野家審平成 4・
11・6 家月 46 巻 1 号 128 頁。
73　最決平成 16・10・29 民集 58 巻 7 号 1979 頁参照。同判決の評釈・解説として、山下
典孝「判批」NBL798 号 13 頁（2004 年）、前田陽一「判批」NBL809 号 61 頁（2005 年）、
土谷裕子「判批」ジュリ 1290 号 118 頁（2005 年）、榊素寛「判批」法学教室 299 号
122 頁（2005 年）、水野貴浩「判批」同志社法学 57 巻 3 号 215 頁（2005 年）、千藤洋
三「判批」『平成 16 年度重要判例解説』ジュリ 1291 号 88 頁（2005 年）、得津晶「判批」
法学協会雑誌 123 巻 9 号 217 頁（2006 年）、土谷裕子「判批」法曹時報 59 巻 2 号 224
頁（2007 年）、佐脇有紀「判解」判タ 1215 号 136 頁（2006 年）、土谷裕子「判解」『最
高裁判所判例解説民事篇平成 16 年度下巻』618 頁（2007 年）、竹濱修「判批」商事
1835 号 48 頁（2008 年）、渡邊雅道「判批」判タ 1261 号 101 頁（2006 年）、水野貴浩「判


























金判 1336 号 230 頁（2010 年）、山本和義「判批」税務弘報 58 巻 5 号 107 頁（2003 年）、
小野憲昭「判批」法政論集（北九州大学）38 巻 3 号 78 頁（2010 年）、金子敬明「判批」
















74　この点につき、大阪家審昭和 51・11・25 家裁月報 29 巻 6 号 27 頁は修正保険金学説
によるものであるが、福島家審昭和 55・9・16 家裁月報 33 巻 1 号 78 頁は保険金学説
によるものである（学説の内容については、後掲注（78）を参照）。





































































ある。この見解をとるものとして、有地亨「特別受益者の持戻義務（2）」民商 40 巻 3
号 33 頁（1959 年）、大森・前掲注（23）保険金受取人の法的地位 59 頁、近藤・前掲
注（23）859 頁、我妻栄＝有泉亨＝遠藤浩＝川井健『民法Ⅲ（親族法・相続法）〔第三
版〕』（勁草書房、2013 年）309 頁参照。










































されている（L.132-9 条 3 項）。そこから、保険金受取人の権利取得は、生前贈与とい
うものということができず、原則としては、特別受益・遺留分算定に関する規定は適
用されないが（L.132-13 条 1 項）、例外的に保険契約者の支払った保険料が、その資
力に比して明らかに過大である場合には、特別受益・遺留分算定に関する規定が適用

























































87　大森・前掲注（5）保険法 275 頁、石田・前掲注（5）284 頁、西嶋・前掲注（5）





















































 【Ⅰ】1930 年法以前の主な体系書として、Lefort, Nouveau traité de l’assurance sur 
la vie, tome 2., 1920;Dupuich, L’assurance-vie, 1922. 【Ⅱ】1930 年法以後の主な体系書
として、Maurice Picard et André Besson, Traité general des assurance terrestres 
en assurances terrestres en droit français, tome 4., 1945. 【Ⅲ】個別のテーマについて
の論文集として、Lefort, Traité théorique et pratique du contrat d’assurance sur la 
vie, tome 2.,1894;Barrère, Du droit des créanciers et des héritiers dans un contrat 
d’assurance sur la vie, thèse Toulouse 1911;Bertucat, L’assurance sur la vie en cas 
de faillite de l’assuré, thèse Dijon,1907;Bigo, Des stipulations pour autrui et des 
assurance sur la vie en tant qu’elles s’y rattachent, thèse Paris,1901;Bizeaud, Droit 
des cranciers du contractant d’une assurance sur la vie, thèse Paris,1907;Casmao-
Dumanoir, De l’assurance sur la vie dans ses rapports avec le patrimoine de l’assuré, 
Paris 1898;Cendrier, Des droit des créanciers dans le contrat d’assurance sur la vie, 
thèse Paris,1897;Faucompré, Du tiers bénéficiaire dans le contrat d’assurance sur la 
vie, thèse Paris,1912;Habay, De l’assurance sur la vie dans rapports avec le 
legislation de la faillite, thèse Paris,1905;Maurel, De l’attribution du benefice dans le 
contrat d’assurance sur la vie, thèse Paris,1900;Pouget, assurance sur la vie au profit 
d’un tiers―Etude du droit du bénéficiaire, thèse Bordeaux,1906;Balleydier et 
Capitant, L’assurance sur la vie au profit d’un tiers et la jurisprudence,　Livre du 
centenaire du code civil,1904.
⑶　Maurice Picard et André Besson, Les assurances terrestres , le contrat 
d’assurance, 5e éd., 1982, p.3-9; Yvonne Lambert-Faivre , Droit des assurances , 13 
éd.,2011, p.826.　なお、保険法典の注釈書・解説書として、Jean Bigot（dir.）, Code 
des assurances 2014 commenté, L’Argus de l’assurance 30e éd.　（2014）; Francois 
Couilbault, Assurances de personnes Droit & Pratique, Collectif 2013-2014 édition




険法典の規定の改正および関連する条文の新設がなされている。Loi n°2007-1775 du 
décembre 2007 permettant la recherché des beneficiaries des contras d’assurance 
sur la vie non réclamés et garantissant les droits des assures; Jean Bigot（dir.）, 
supra note（3）, n°I.B, p.303. なお、本法律を紹介する研究として、山野嘉朗「他人の
ためにする生命保険契約に関するフランスの最新立法について」愛学 50 巻 1 号 167
頁以下（2009 年）、加瀬幸喜「フランス保険法典 2007 年改正―保険金受取人の調査お















⑸　民法典は、1804 年に「フランス（人の）民法典」（Code civil des Français）として
交付されているが、その後属領にも適用されることとなるとともに、ナポレオンによっ










⑻　リシャール著＝大谷・木村訳・前掲注（5）84 － 85 頁参照。なお、加瀬幸喜「フラ
ンス法における保険金受取人の法理」大東法学 7巻 2 号 37 頁以下（1998 年）参照。
同論文では、フランスにおける第三者のためにする契約の法理論の形成について次の
ような時代区分をしている。①模索期（1860年から1873年）、②直接取得性否定期（1873









































しかし、1870 年代に入り判例の態度が一変する。まず、①破棄院 1873 年


















と判例」比較法研究 9=10 号 12-13 頁（1995 年））なお、この点については、Francois 
Couilbault, supra note（10）, n°4607, p.1187.



























⒀　Civ.,2 Mars 1881, D.P.,1881,1,401, S.1881,1,145.



























⒂　Civ. , 16 janvier 1888, D.P., 1888,1, 77, S.1888, 1,121.


























⒄　Civ. , 29 juin 1896, D.P., 1897,1,73, S.1896, 1,361.
























⒇　Civ.1er,16 février 1983, RGAT 1983.534. なお、Jean Bigot（dir.）, , supra note（3）,
n°4, p.300.



























23　Picard et Besson, supra note（3）, n°504, p.786.
24　Picard et Besson, supra note（3）, n°504, pp.786‒787. 








を明文で規定している（1930 年法 63 条 2 項、保険法典 L.132-8 条 4 項27）。
（2）　「子ども及び子孫」という指定
このような指定については、①「すでに生まれた子供」または②「将来生













1930 年法 63 条 2 項および保険法典 L.132-8 条 3 項 1 号32は明文の規定を
26　Picard et Besson, supra note（3）, n°505, p.787‒788; Jean Bigot（dir.）, supra note（3）, 
n°5, p.300.
27　保険法典 132-8 条 4 項は「配偶者のためになされた保険は、保険金を請求しうる時
にその資格を有する者のものとなる。」と規定する。
28　Civ. , 2 juillet 1884, D.P.,1885,1,150, S.1885, 1,5.
29　Civ.,7 février 1877, D.P.,1877,1,137, S.1877,1,393;Req.,7mars 1893, D.P., 1894, 1, 77, 
S.1894, 1, 161. この点につき、Jean Bigot（dir.）, supra note（3）, n°5, p.300.　なお、
Civ.1er,10 décembre 1985, RGAT 1986. 211, note J.L.Aubert, D.1987.Som.178, obs. 
H.Groutel, D.1987.449, note Laire.
30　Faucompré, supra note（2）, pp.95-96,99-102; Barrère, supra note（2）, pp.36-44.　 
31　Picard et Besson, supra note（2）, n°505, p.788.





















33　Civ. , 15 décembre 1873, D.P.,1874,1,113, S.1874, 1,199 ; Civ. , 10 février 1880, D.
P.,1880,1,169.
34　Picard et Besson, supra note（3）, n°505, p.789; Jean Bigot（dir.）, supra note（3）,
n°5, p.300.
35　Picard et Besson, supra note（3）, n°505, p.789.
36　Picard et Besson, supra note（3）, n°505, p.789.
37　保険法典 132-8 条 3 項 2 号は「次の者を保険金受取人とする指定は、特にその要件
を充たすものとみなされる。…二 被保険者または先に死亡した保険金受取人の相続






















38　Picard et Besson, supra note（3）, n°505, p.790.
39　Civ. ,7 février 1877, D.P.,1877,1,337, S.1877, 1,337 ; Civ. , 27 janvier 1879, D.P., 




41　Picard et Besson, supra note（3）, n°507, p.791; Jean Bigot（dir.）, supra note（3）,
n°5, p.300.













43　Picard et Besson, supra note（3）, n°507, p.791.


































定をすることができる（保険法典 L.132-8 条 6 項）。というのも、裏書は、処
分行為ではなく、保険証券の条項に従った権利行使であるからであり、これ
も有効な保険金受取人の指定として認められる。
（拙稿「保険金受取人の指定・変更の法的性質」生命保険論集 174 号 107-108 頁（2010
年））。
46　Picard et Besson, supra note（3）, n°507, p.791.
47　Civ. ,16 janvier 1888, D.P.,1888,1,77, S.1888, 1,121;Civ. ,7 août 1888, D.P.,1889,1, 118, S. 
1889, 1,97.











50　Civ., 4 mai 1904, D.P.,1905,1,165, S.1904, 1,385.  なお、Req.,15 mai 1905, D.P., 1905, 1, 
465, S. 1905,1,257 は単なる譲渡として扱っている。
京女法学　第 7号174
なお、裏書をするためには、日付および被裏書人の氏名を記載し、かつ裏
















いる。また、債権譲渡の方法については、保険法典 L.132-8 条 6 項では、民
51　Civ. , 24 février 1902, D.P.,1903,1,433, note Dupuich, S.1902,1,165.
52　Req. ,20 juillet 1943, J. C.P.,1943, Ⅱ ,2450, note Voirin ; Civ. , 24 juin 1969, 
R.G.A.T.,1969,522; Civ. , 10 décembre 1969, R.G.A.T.,1970,525.
53　前掲注（48）参照。


























57　民法典 2075 条は、「前条で述べられた先取権は、動産債権（créances mobilières）
のような無体動産（meubles incorporels）については、公正証書または登記された私
署証書により、かつ質入債権（créance donnée en gage）の債務者に通知されるので
なければ、生じない。」と規定する。
58　Picard et Besson, supra note（3）, n°508, p.793.　 
59　Picard et Besson, supra note（3）, n°508, p.792.　もっとも、限定列挙ではなく、例
示列挙であるとされたことによって具体的にどのような指定の方法が可能となったの
かということについては言及されていない。





理解に立っている62。1930 年法はその旨を規定（1930 年法 64 条 1 項）し、















61　Picard et Besson, supra note（3）, n°510, p.796.　 なお、新たに保険金受取人の指定
を指定した場合には、当初の保険金受取人の指定は撤回されたものとして扱われる
（Picard et Besson, n°510, 796）。
62　Req. ,27 février 1884, D.P.,1884,1,389, S,1886,1,422 ;Civ. ,8 février 1888, D.P.,1888,1,193, 
S.1888, 1,121 ; Req. ,22 juin 1891, D.P.,1892,1,205, S,1892,1,177.
63　保険法典 L.132-9 条 1 項は、「保険利益が特定の保険金受取人に与えられる旨の約定
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第 2 項に示された場合において、民法典 1167 条…に従い、単に保険料返還請求権の
みを有する。」と規定する。
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　　Picard et Besson, supra note（3）, n°523, p.814.　そのため、保険事故が発生してい
ること、および保険金受取人が有効に保険金を受領したということが前提となってい
る。
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